
平成２６年（厚）第９６８号

平成２７年６月２９日裁決

主文

厚生労働大臣が、平成○年○月○日付で、

再審査請求人に対してした、後記理由欄第２

の２記載の原処分を取り消す。

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、国民年金法（以下

「国年法」という。）による障害基礎年金及

び厚生年金保険法（以下「厚年法」という。）

による障害厚生年金（以下、併せて「障害

給付」という。）の支給を求めるというこ

とである。

第２　再審査請求の経過

１　請求人は、網膜色素変性症（以下「当

該傷病」という。）により障害の状態に

あるとして、平成○年○月○日（受付）、

厚生労働大臣に対し、いわゆる事後重症

による請求として、障害給付の裁定を請

求した。なお、本件裁定請求書には、当

該傷病の発生した日及び初診日として、

いずれも「平成○年○月○日」と記載さ

れている。

２　厚生労働大臣は、平成○年○月○日付

で、請求人に対し、「請求のあった傷病（網

膜色素変性症）の発病日及び初診日が、

昭和○年○月○日より前であり、発病日・

初診日において、厚生年金保険の被保険

者であった者に該当しません。」という

理由により、障害給付を支給しない旨の

処分（以下「原処分」という。）をした。

３　請求人は、原処分を不服とし、標記の

社会保険審査官に対する審査請求を経

て、当審査会に対し、再審査請求をした。

その主な理由は、小学校の検診で多分視

力低下を指摘され、何か月か視力矯正で

ｃ科に受診したことがあったので、年金

機構の方の指示に従って、昭和○年から

昭和○年○月までずっと通っていたとい

う書き方になっているが、これは事実と

は全く違い、通っていたのはほんの数か

月であり、それも、眼鏡を作るために視

力をはかったりしただけで、眼鏡を作っ

てからはもう受診しておらず、それ以降

は、眼鏡を作り直す時などに何年に１回

かｃ科に受診していますが、それは普通

の方がｃ科受診されるのと同じ頻度であ

り特別に頻回に受診していたわけではな

いので、これが、わたしの当該傷病の初

診といえるのか納得できないし、申請の

窓口で資料もないまま適当に書かされた

ものであることなど、今回の問題点は、

年金機構の窓口対応であり、意見書の書

き方ひとつにしても、全く公正な立場で

の助言ではなかったなどと主張し、学生

時代も就労してからも、健常者と全く変

わらぬ生活をして来たので、初診日を平

成○年○月○日として障害給付の支給を

求めているものと解することができる。

第３　当審査会の判断

１　障害厚生年金は、障害の原因となった

傷病（その障害の直接の原因となった傷

病が他の傷病に起因する場合は当該他の

傷病を含む。以下、同じ。）の初診日が

昭和６１年４月１日以後であるときは当

該初診日において、又は当該初診日が昭

和６１年４月１日前であるときはその障

害の原因になった傷病の発生した日（以

下「発病日」という。）において、それ

ぞれ厚生年金保険の被保険者であるとい

う要件が満たされない者には支給されな

いこととなっている。

また、当該初診日の前日において、当

該初診日の属する月の前々月（当該初診

日が平成３年５月１日前にある傷病によ

る障害の場合は、当該初診日の属する月

前における直近の基準月（１月、４月、

７月及び１０月をいう。）の前月。以下

同じ。）までに国民年金の被保険者期間

（厚生年金保険の被保険者期間を含む。）

があり、かつ、①　当該被保険者期間に

係る保険料納付済期間と保険料免除期間

とを合算した期間が当該被保険者期間の

３分の２以上であるか、又は、②　当該

初診日の属する月の前々月までの１年間



が保険料納付済期間と保険料免除期間で

満たされていること、あるいは、③　初

診日が昭和５１年１０月１日から昭和

５９年９月３０日までの間にある傷病に

あっては、当該初診日の属する月前の

旧通算年金通則法（昭和３６年法律第

１８１号）第４条第１項各号に掲げる期

間が６月未満でないこと（以下、この①、

②及び③の要件を「保険料納付要件」と

いう。）と、さらに、いわゆる事後重症

による請求にあっては、裁定請求日にお

ける当該傷病による障害の状態（以下、

これを「本件障害の状態」という。）が、

国年法施行令（以下「国年令」という。）

別表（障害等級１級及び２級の障害の程

度を定めた表）又は厚年法施行令（以下

「厚年令」という。）別表第１（障害等級

３級の障害の程度を定めた表）に該当す

ることが必要とされている（厚年法第

４７条第１項及び第４７条の２第１項、

国民年金法等の一部を改正する法律（昭

和６０年法律第３４号）附則第６４条第

１項及び第６５条、国民年金法等の一部

を改正する法律の施行に伴う経過措置に

関する政令（昭和６１年政令第５４号）

第３２条、第７８条及び第８０条）。

なお、障害等級２級以上の障害厚生年

金が支給される者には、併せて障害基礎

年金が支給されることになっている。

２　本件の場合、保険者が、上記第２の２

に記載した理由により原処分を行ったの

に対し、請求人は、請求人の当該傷病に

係る初診日（以下「本件初診日」という。）

は請求人の厚生年金保険の被保険者期間

中の平成○年○月○日である旨を主張

し、それを前提として障害給付を求めて

いるのであるから、本件の第１の問題点

は、本件初診日がいつかであり、本件初

診日において、請求人が厚生年金保険の

被保険者であり、かつ、所定の保険料納

付要件を満たしていると認められるかど

うかである。そうして、それら保険料納

付要件が満たされている場合は、第２の

問題点として、本件障害の状態が国年令

別表あるいは厚年令別表第１に定める程

度に該当すると認められるどうかという

ことになる。

３　最初に、本件初診日について判断する。

初診日に関する証明資料は、国年法及

び厚年法が、障害給付の受給権発生の基

準となる日を初診日と定めている趣旨か

らいって、直接診療に関与した医師又は

医療機関が作成したもの、又はこれに準

ずるような証明力の高い資料（以下、こ

のような要件を満たす資料を、便宜上、

「初診日認定適格資料」という。）でなけ

ればならないと解するのが相当である。

また、国年法及び厚年法上の障害の程

度を認定するためのより具体的な基準と

して、社会保険庁により発出され、同庁

の廃止後は厚生労働省の発出したものと

みなされて、引き続き効力を有するもの

とされ、当審査会も、障害の認定及び給

付の公平を期するための尺度としてそれ

に依拠するのが相当であると考える「国

民年金・厚生年金保険障害認定基準」（以

下「認定基準」という。）が定められて

いるが、その「第１　一般的事項」の「３　

初診日」によれば、「初診日」とは、「障

害の原因となった傷病につき、初めて

医師又は歯科医師の診療を受けた日をい

う。」としているところ、障害の原因と

なった傷病の前に、その傷病と相当因果

関係があると認められる傷病があるとき

は、最初の傷病の初診日をもって、障害

の原因となった傷病の初診日とするのが

相当である。

本件において提出されている全ての資

料の中から、作成者及びその記載内容か

ら判断して、初診日認定適格資料と認め

られるものをすべて挙げると、①　ａ病

院（以下「ａ病院」という。）ｃ科・Ａ

医師（以下「Ａ医師」という。）作成の

平成○年○月○日現症に係る同日付診

断書（以下「本件診断書」という。）、②　

Ａ医師作成の○○○○年○月○日付診断

書、③　ｂ病院（以下「ｂ病院」という。）

ｃ科・Ｂ医師（以下「Ｂ医師」という。）

作成の平成○年○月○日付受診状況等証

明書、④　Ｂ医師作成の平成○年○月○



日現症に係る平成○年○月○日付診断

書、⑤　Ａ医師作成の平成○年○月○日

現症に係る同日付診断書、及び、⑥　○

○県が平成○年○月○日に交付した請求

人にかかる身体障害者手帳があり、これ

らの他には存しないところ、これらの各

資料（以下それぞれ、「資料①」などと

いう。）をみると、次のとおりである。

すなわち、資料①によれば、障害の

原因となった傷病名に当該傷病が掲げら

れ、傷病の発生年月日は「平成○年頃　

本人の申立て（平成　○年○月○日）」、

そのため初めて医師の診療を受けた日

は、「平成○年○月○日　診療録で確認」

とされ、現在までの治療の内容等は、視

力低下を自覚し、平成○年○月○日ｂ病

院にて当該傷病と両眼の白内障の診断を

受け、以後通院治療を継続中とされ、ｂ

病院にて平成○年○月○日に右眼の、同

月○日に左眼の白内障手術を受け、白内

障は治癒しているとされ、当該傷病の進

行ありａ病院を紹介され、初診したと記

載されている。平成○年○月○日現症時

の矯正視力は、右０．３、左０．２であり、

視野をみると、両眼とも１０度以内の求

心性視野狭窄が認められ、中心視野は、

中心１０度以内の８方向の残存視野の角

度の合計は、左右共に０度とされている。

資料②によると、病名は当該傷病とさ

れており、請求人は、平成○年○月○日

にｂ病院ｃ科にて当該傷病と診断され、

それは同病院からの紹介状により確認済

みであると記載されている。さらに、請

求人は、○○歳以前に自覚していた症状

は、当時のｃ科受診時に疾患として認定

されたことがないことから、当該傷病に

よる症状であったと断定する根拠がな

く、したがって、当該傷病の発病日及

び初診日が昭和○年○月○日より前であ

るという判断は不適切と考えるとされ、

２０歳前にｃ科受診歴はあるものの、継

続的にｃ科で通院治療をうけた事実がな

く、日常生活に特別な介助を必要とせず、

なんらの特別措置を受けることなく通常

学校を卒業し、健常者として平成○年ま

で通常就労していた事実を鑑みれば、障

害厚生年金受給の支給要件を満たすと判

断する旨記載されている。

資料③は、当時の診療録より記載した

ものとされ、傷病名には当該傷病が掲げ

られ、発病年月日は不明、発病から初診

までの経過は、前医からの紹介状はない

とされた上で、初診は平成○年○月○日、

両眼の充血を主訴に初診し、眼底検査で

当該傷病を認めるとされている。

資料④によれば、障害の原因となっ

た傷病名には当該傷病が掲げられ、診断

書作成医療機関における初診時（平成○

年○月○日）所見は、視力は右０．０４

（矯正視力０．３）、左０．０６（矯正視力

０．６）、現在までの治療の内容等は、平

成○年○月○日に右眼の、同月○日に左

眼の白内障手術を受け、平成○年○月○

日現症をみると、矯正視力は、左右とも

０．６、視野は、両眼で１５度程の求心

性視野狭窄が認められている。

資料⑤によれば、障害の原因となった

傷病名には当該傷病が掲げられ、現在ま

での治療の内容等は、平成○年○月○日

以降、ｂ病院にて通院治療を継続中で、

同病院にて平成○年○月○日に右眼の、

同月　○日に左眼の白内障手術・眼内レ

ンズ挿入術を受けており、病状の進行あ

り、精査目的にａ病院を紹介されて初診

したとされている。平成○年○月○日現

症の障害の状態は、矯正視力は、右０．３、

左０．４で、視野は、左右ともに５度以

内の求心性視野狭窄が認められている。

資料⑥によれば、請求人は、平成○年

○月○日に身体障害者手帳を交付されて

おり、平成○年○月○日の再交付時の障

がい名は「視覚障害　４級　網膜色素変

性症による両眼の視野がそれぞれ１０度

以内のもの」、個別等級は「視覚障害４

－２」とされている。

以上の各資料によれば、請求人は、

２０歳前にｃ科の受診歴があることが

伺われるものの、それがいつの時点であ

り、どの程度の頻度で受診したのか、ま

た、受診時の病名が何であったかなど、



それを具体的に証明できる客観的資料は

ない。その後、請求人は、平成○年○月

○日にｂ病院を初診し、当該傷病ならび

に両眼白内障と診断され、平成○年○月

○日に右眼の、同月○日には左眼の白内

障手術及び眼内レンズ挿入術を受け、そ

の後は、当該傷病の病状の進行があって、

平成○年○月○日に、精査を目的として

ａ病院を紹介受診していることが認めら

れる。そうして、矯正視力及び求心性視

野狭窄の程度の経時的推移をみると、平

成○年○月○日には、矯正視力は左右と

も０．６、中心性視野狭窄はほぼ１５度

であったが、身体障害者手帳が再交付さ

れた平成○年○月○日時点では、視力は

不詳ながら、視野は左右とも１０度以内

の求心性視野狭窄であり、平成○年○月

○日には矯正視力は右０．３．左０．４、

求心性視野狭窄は左右ともに５度以内と

なり、平成○年○月○日には、矯正視力

は右０．３、左０．２、求心性視野狭窄は

左右とも５度以内であったことが認めら

れる。すなわち、請求人の矯正視力は、

平成○年○月頃の０．６から０．３ないし

０．２程度へと比較的緩慢な経過を呈し

ているのに対し、視野障害の程度は、求

心性視野狭窄の程度が１５度から５度以

内に、さらには中心視野角度が全方向で

０度と極めて急激な進行が認められる。

医学的観点から当該傷病の臨床経過を

みると、当該傷病は、網膜の視細胞層、

網膜色素上皮が変性していく疾患で、進

行性の夜盲、視野狭窄、視力低下を主症

状とする疾病で、現在までに発症原因と

なる遺伝子の一部が報告されつつあり、

遺伝子異常によるプログラムされた視細

胞の死が、様々な速度で生じているとす

る仮説が提唱されており、具体的に、遺

伝子異常の種類により臨床症状の違い、

病態の進行程度に差が生じるとされてい

るが、当該傷病の包括的な発症機序、病

態の進行要因については未だ明らかにさ

れておらず、有効な治療手段も確立され

ていない。その機能予後は、その遺伝子

異常、表現型に依存して、重症度、進行

度の違いはあるものの、夜盲、視野狭窄、

視力低下など主症状の増悪には著しい個

体差が認められ、出生直後から高度の視

力低下をきたすレーバー先天盲の患者か

ら、７０歳や８０歳になっても日常生活

にほとんど支障をきたすことなく生活が

できる患者まで認められ、その症状の程

度、あらわれ方、進行速度は様々であり、

特に、視力が長期間保たれている症例で

は、求心性視野狭窄の程度が急激に進行

した時期に、日常生活に具体的に障害が

生じることも知られている。

そうすると、当該傷病は先天性発症要

因が認められる緩徐進行性の難治性疾患

（難病）であり、有効な治療法も確立さ

れておらず、症状の進行にも著しい個体

差がみられるところ、請求人の場合は、

平成○年頃までは視野障害もなく、その

視力低下の進行状況も極めて緩慢なタイ

プに相当しており、急激に求心性視野狭

窄が生じてきた平成○年以降から実際に

日常生活での阻害が明らかになってきた

ものと推察される。そうすると、請求人

の当該傷病にかかる初診日は、当該傷病

に起因する症状がより顕著になり、初め

てｂ病院ｃ科を受診し、当該傷病と診断

され、身体障害者手帳を取得し、その後

継続して当該傷病に対する治療ないしは

生活指導を受けていたと判断できる平成

○年○月○日と認めるのが相当である。

４　そうして、請求人に係る被保険者記録

照会回答票（資格画面）によれば、請求

人は、本件初診日（平成○年○月○日）

において厚生年金保険の被保険者であっ

たこと及び保険料納付要件を満たしてい

ることが明らかである。

５　次に、本件障害の状態について判断す

る。

請求人の裁定請求日当時における本件

障害の状態が、国年令別表又は厚年令別

表第１に掲げる程度に該当しているかど

うかを検討するに、請求人の当該傷病に

よる障害により障害等級１級の障害給付

が支給される障害の程度としては、国年

令別表に「両眼の視力の和が０.０４以



下のもの」（１号）、「身体の機能の障害

又は長期にわたる安静を必要とする病状

が前各号と同程度以上と認められる状態

であつて、日常生活の用を弁ずることを

不能ならしめる程度のもの」（９号）が、

障害等級２級の障害給付が支給される

障害の程度としては、「両眼の視力の和

が０.０５以上０.０８以下のもの」（１

号）、「身体の機能の障害又は長期にわた

る安静を必要とする病状が前各号と同程

度以上と認められる状態であつて、日常

生活が著しい制限を受けるか、又は日常

生活に著しい制限を加えることを必要と

する程度のもの」（１５号）が、障害等

級３級の障害厚生年金が支給される障害

の程度としては、厚年令別表第１に「両

眼の視力が０.１以下に減じたもの」(１

号 )が、それぞれ掲げられている。

そうして、認定基準の第３第１章第１

節／眼の障害によれば、視力障害は、屈

折異常のあるものについては、矯正視力

により認定するとされるところ、矯正視

力とは、ｃ科的に最も適正な常用し得る

矯正眼鏡又はコンタクトレンズによって

得られた視力をいい、矯正が不能のも

の、矯正により不等像視を生じ、両眼視

が困難となることが医学的に認められる

もの、矯正に耐えられないものは裸眼視

力により認定するとされ、両眼の視力と

は、それぞれの視力を別々に測定した数

値であり、両眼の視力の和とはそれぞれ

の測定値を合算したものをいうとされて

いる。また、視野障害については、視野

の測定は、ゴールドマン視野計及び自動

視野計又はこれらに準ずるものによると

され、ゴールドマン視野計による場合、

中心視野についてはＩ／２の視標を用

い、周辺視野についてはＩ／４の視標を

用い、「身体の機能の障害が前各号と同

程度以上と認められる状態であって、日

常生活が著しい制限を受けるか、又は日

常生活に著しい制限を加えることを必要

とする程度のもの」（２級）とは、求心

性視野狭窄又は輪状暗点があるものにつ

いて、Ⅰ／２の視標で両眼の視野がそれ

ぞれ５度以内におさまるもの、又は、両

眼の視野がそれぞれⅠ／４の視標で中心

１０度以内におさまるもので、かつ、Ⅰ

／２の視標で中心１０度以内の８方向の

残存視野の角度の合計が５６度以下のも

の（この場合、左右別々に８方向の視野

の角度を求め、いずれか大きい方の合計

が５６度以内のものとする。）をいうと

されている。そして、視力障害と視野障

害が併存する場合には、併合認定の取扱

いを行うとされ、認定基準の第３第２章

第２節／併合（加重）認定によれば、２

つの障害が併存する場合は、個々の障害

について、併合判定参考表における該当

番号を求めた後、当該番号に基づき併

合（加重）認定表による併合番号を求め、

障害の程度を認定するとされている。

本件障害の状態をみると、視力につい

て、矯正視力は右０. ３、左０. ２であ

り、このような状態は、併合判定参考表

に掲げる障害の程度に該当しない。視野

は、求心性視野狭窄があるものであり、

Ⅰ／４の視標で両眼の視野が中心１０度

以内におさまるもので、かつ、Ⅰ／２の

視標で中心１０度以内の８方向の残存視

野の角度の合計が５６度以下のものに該

当し、国年令別表に掲げる障害等級２級

に該当する。

６　以上みてきたように、当該傷病にかか

る本件初診日は、請求人が厚生年金保険

の被保険者期間であった平成○年○月○

日であると認められ、裁定請求日におけ

る当該傷病による障害の状態は国年令別

表に定める２級の程度に該当するのであ

るから、請求人には、平成○年○月○日

をその受給権発生日とする障害等級２級

の障害給付が支給されるべきであり、こ

れと趣旨を異にする原処分は妥当でな

く、これを取り消すこととし、主文のと

おり裁決する。


